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資料編 

１ 目黒区住宅基本条例 

目黒区住宅基本条例 

 

平成４年３月目黒区条例第 20 号 

（目的） 

第１条 この条例は、住宅が、区民の生活の基盤となるものであり、目黒区（以下「区」という。）の進めるまちづ

くりのうえにおいて極めて重要なものであることにかんがみ、区の住宅に関する施策の基本となる事項を定める

ことにより、区民が良好な居住環境のもとで安心して快適に住み続けられるための住宅対策の推進を図り、もっ

て健康で文化的な住生活の維持及び向上に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、つぎの各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

（１）開業事業 都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）第４条第 12 項に規定する開発行為及び建築基準法（昭和

25 年法律第 201 号）第２条第 13 号に規定する建築をいう。 

（２）事業者 区の区域内（以下「区内」という。）において開発事業を行う者をいう。 

（責務） 

第３条 区は、第１条の目的を達成するため、住宅に関する施策を総合的かつ計画的に実施しなければならない。 

２ 区は、前項の施策を実施するに当たっては、国・東京都及び公共的団体との連携を図りながら行わなければな

らない。 

３ 区民及び事業者は、良質な住宅及び良好な居住環境の維持及び向上に努めるとともに、区が実施する施策に協

力しなければならない。 

４ 区は、区民及び事業者に対して、住宅に関する必要な情報を提供するよう努めるものとする。 

（住宅基本計画の策定） 

第４条 区は、住宅政策を総合的かつ計画的に推進するため、住宅基本計画を策定するものとする。 

２ 区は、前項の住宅基本計画を策定するに当たっては、住宅及び居住環境の実態を的確に把握するため、必要な

調査を行うものとする。 

（住宅の確保） 

第５条 区は、自ら住宅を供給することのほか、事業者及び公的住宅の供給主体に対して住宅の供給等を要請する

ことにより、住宅を確保することに努めるものとする。 

（良質な住宅） 

第６条 区・区民及び事業者は、区内に住宅を建設し、又は区内に建設した住宅を改築し、増築し、若しくは修繕

しようとするときは、当該住宅を、その規模・形態及び地域の特性に応じて、つぎに掲げる水準を満たすものと

するよう努めなければならない。 

（１）家族構成に応じた適切な住宅規模等が確保されていること。 

（２）地震等の災害に対する安全性が確保されていること。 

（３）保健衛生上必要な設備及び性能を備えていること。 

（４）高齢者又は障害者が居住する住宅にあっては、その安全性及び快適性について必要な配慮がなされているも

のであること。 

（良好な居住環境） 

第７条 区・区民及び事業者は、区内において開発事業を行おうとするときは、周辺の環境が良好に維持されるよ

う努めなければならない。  
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（居住の継続に係る援助） 

第８条 区は、引き続き区内に住み続けようとする区民に対して、必要に応じ、援助を行うものとする。 

（住宅の供給等に係る援助） 

第９条 区は、区民又は事業者が、良質な住宅を供給し、又は住宅の質若しくは安全性等を向上させるため当該住

宅を改良しようとするときは、当該区民又は事業者に対して、必要に応じ、援助を行うものとする。 

２ 区は、前項の援助を行う場合において、当該住宅が高齢者又は障害者の利便の向上に資するものであるときは、

当該援助について特別の配慮をすることができる。 

（住宅供給者への要請） 

第 10 条 区は、住宅を供給する者に対して、住宅の賃貸料その他の住宅に関する区民の負担を、住宅の規模・形態

及び立地条件等を総合的に勘案した適切なものとするよう協力を求めることができる。 

（住宅用途の維持に係る要請） 

第 11 条 区は、住宅を所有し、又は管理する者に対して、住宅として建設された建築物について、引き続きその用

途を維持するよう協力を求めることができる。 

（開発事業者への要請） 

第 12 条 区は、大規模な開発事業を行おうとする事業者に対して、事前に協議を求め、良質な住宅及び良好な居住

環境の維持及び向上のため、必要な協力を求めることができる。 

（民間賃貸住宅への入居等に関する啓発） 

第 13 条 区は、賃貸人その他の関係者に対して、民間賃貸住宅に入居しようとする者又は入居している者が、高

齢・障害・国籍等の理由により、入居の機会が制約され、又は居住の継続が制限されることがないよう啓発に努

めるものとする。 

（住宅政策審議会） 

第 14 条 住宅政策に関する重要な事項を審議するため、区長の付属機関として、目黒区住宅政策審議会（以下「審

議会」という。）を置く。 

２ 審議会は、区長の諮問に応じ、前項の事項について審議し、区長に対して答申する。 

３ 審議会は、第１項の事項に関し必要と認める事項について、区長に意見を述べることができる。 

（財源の確保） 

第 15 条 区は、住宅政策を推進するため、必要な財源の確保に努めるものとする。 

付 則 

この条例は、平成４年４月１日から施行する。 
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２ マンションの管理の適正化の推進に関する法律 

マンションの管理の適正化の推進に関する法律（抜粋） 

平成 12 年法律第 149 号 

 

（目的） 

第１条 この法律は、土地利用の高度化の進展その他国民の住生

活を取り巻く環境の変化に伴い、多数の区分所有者が居住する

マンションの重要性が増大していることに鑑み、基本方針の策

定、マンション管理適正化推進計画の作成及びマンションの管

理計画の認定並びにマンション管理士の資格及びマンション

管理業者の登録制度等について定めることにより、マンション

の管理の適正化の推進を図るとともに、マンションにおける良

好な居住環境の確保を図り、もって国民生活の安定向上と国民

経済の健全な発展に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、

それぞれ当該各号の定めるところによる。 

（１）マンション 次に掲げるものをいう。 

イ 二以上の区分所有者（建物の区分所有等に関する法律

（昭和 37 年法律第 69 号。以下「区分所有法」という。）

第２条第２項に規定する区分所有者をいう。以下同じ。）

が存する建物で人の居住の用に供する専有部分（区分所有

法第２条第３項に規定する専有部分をいう。以下同じ。）

のあるもの並びにその敷地及び附属施設 

ロ 一団地内の土地又は附属施設（これらに関する権利を含

む。）が当該団地内にあるイに掲げる建物を含む数棟の建

物の所有者（専有部分のある建物にあっては、区分所有者）

の共有に属する場合における当該土地及び附属施設 

（２）マンションの区分所有者等 前号イに掲げる建物の区分

所有者並びに同号ロに掲げる土地及び附属施設の同号ロの

所有者をいう。 

（３）管理組合 マンションの管理を行う区分所有法第３条若

しくは第 65 条に規定する団体又は区分所有法第 47 条第１

項（区分所有法第 66 条において準用する場合を含む。）に

規定する法人をいう。 

（４）管理者等 区分所有法第 25 条第１項（区分所有法第 66

条において準用する場合を含む。）の規定により選任された

管理者又は区分所有法第 49 条第１項（区分所有法第 66 条

において準用する場合を含む。）の規定により置かれた理事

をいう。 

（５）マンション管理士 第三十条第一項の登録を受け、マン

ション管理士の名称を用いて、専門的知識をもって、管理

組合の運営その他マンションの管理に関し、管理組合の管

理者等又はマンションの区分所有者等の相談に応じ、助言、

指導その他の援助を行うことを業務（他の法律においてそ

の業務を行うことが制限されているものを除く。）とする者

をいう。 

（６）～（９） （略） 

（基本方針） 

第３条 国土交通大臣は、マンションの管理の適正化の推進を

図るための基本的な方針（以下「基本方針」という。）を定め

なければならない。 

２～４ （略） 

（マンション管理適正化推進計画） 

第３条の２ 都道府県（市の区域内にあっては当該市、町村で

あって第百四条の二第一項の規定により同項に規定するマン

ション管理適正化推進行政事務を処理する町村の区域内にあ

っては当該町村。以下「都道府県等」という。）は、基本方針

に基づき、当該都道府県等の区域内におけるマンションの管

理の適正化の推進を図るための計画（以下「マンション管理

適正化推進計画」という。）を作成することができる。 

２ マンション管理適正化推進計画においては、次に掲げる事

項を定めるものとする。 

（１）当該都道府県等の区域内におけるマンションの管理の適

正化に関する目標 

（２）当該都道府県等の区域内におけるマンションの管理の状況

を把握するために当該都道府県等が講ずる措置に関する事

項 

（３）当該都道府県等の区域内におけるマンションの管理の適

正化の推進を図るための施策に関する事項 

（４）当該都道府県等の区域内における管理組合によるマンシ

ョンの管理の適正化に関する指針（以下「都道府県等マン

ション管理適正化指針」という。）に関する事項 

（５）マンションの管理の適正化に関する啓発及び知識の普及

に関する事項 

（６）計画期間 

（７）その他当該都道府県等の区域内におけるマンションの管

理の適正化の推進に関し必要な事項 

３ 都道府県等は、当該都道府県等の区域内において地方住宅

供給公社（以下「公社」という。）によるマンション（当該マ

ンションに係る第２条第１号イに掲げる建物の建設後国土交

通省令で定める期間を経過したものに限る。次条第１項にお

いて同じ。）の修繕その他の管理に関する事業の実施が必要と

認められる場合には、前項第３号に掲げる事項に、当該事業

の実施に関する事項を定めることができる。 

４ 都道府県等は、マンション管理適正化推進計画に公社によ

る前項に規定する事業の実施に関する事項を定めようとする
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ときは、当該事項について、あらかじめ、当該公社の同意を

得なければならない。 

５ 都道府県等は、マンション管理適正化推進計画を作成し、

又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表するとと

もに、都道府県にあっては関係町村に通知しなければならな

い。 

６ 都道府県等は、マンション管理適正化推進計画の作成及び

変更並びにマンション管理適正化推進計画に基づく措置の実

施に関して特に必要があると認めるときは、関係地方公共団

体、管理組合、マンション管理業者その他の関係者に対し、

調査を実施するため必要な協力を求めることができる。 

第３条の３ （略） 

（国及び地方公共団体の責務） 

第４条 国及び地方公共団体は、マンションの管理の適正化の推

進を図るため、必要な施策を講ずるよう努めなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、マンションの管理の適正化に資す

るため、管理組合又はマンションの区分所有者等の求めに応

じ、必要な情報及び資料の提供その他の措置を講ずるよう努

めなければならない。 

（管理組合等の努力） 

第５条 管理組合は、マンション管理適正化指針（管理組合が

マンション管理適正化推進計画が作成されている都道府県等

の区域内にある場合にあっては、マンション管理適正化指針

及び都道府県等マンション管理適正化指針。次条において同

じ。）の定めるところに留意して、マンションを適正に管理す

るよう自ら努めるとともに、国及び地方公共団体が講ずるマ

ンションの管理の適正化の推進に関する施策に協力するよう

努めなければならない。 

２ マンションの区分所有者等は、マンションの管理に関し、

管理組合の一員としての役割を適切に果たすよう努めなけれ

ばならない。 

（助言、指導等） 

第５条の２ 都道府県等は、マンション管理適正化指針に即し、

管理組合の管理者等（管理者等が置かれていないときは、当

該管理組合を構成するマンションの区分所有者等。次項にお

いて同じ。）に対し、マンションの管理の適正化を図るために

必要な助言及び指導をすることができる。 

２ 都道府県知事（市又は第 104 条の２第１項の規定により同

項に規定するマンション管理適正化推進行政事務を処理する

町村の区域内にあっては、それぞれの長。以下「都道府県知

事等」という。）は、管理組合の運営がマンション管理適正化

指針に照らして著しく不適切であることを把握したときは、

当該管理組合の管理者等に対し、マンション管理適正化指針

に即したマンションの管理を行うよう勧告することができる。 

（管理計画の認定） 

第５条の３ 管理組合の管理者等は、国土交通省令で定めると

ころにより、当該管理組合によるマンションの管理に関する

計画（以下「管理計画」という。）を作成し、マンション管理

適正化推進計画を作成した都道府県等の長（以下「計画作成

都道府県知事等」という。）の認定を申請することができる。 

２ 管理計画には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

（１）当該マンションの修繕その他の管理の方法 

（２）当該マンションの修繕その他の管理に係る資金計画 

（３）当該マンションの管理組合の運営の状況 

（４）その他国土交通省令で定める事項 

（認定基準） 

第５条の４ 計画作成都道府県知事等は、前条第一項の認定の

申請があった場合において、当該申請に係る管理計画が次に

掲げる基準に適合すると認めるときは、その認定をすること

ができる。 

（１）マンションの修繕その他の管理の方法が国土交通省令で

定める基準に適合するものであること。 

（２）資金計画がマンションの修繕その他の管理を確実に遂行

するため適切なものであること。 

（３）管理組合の運営の状況が国土交通省令で定める基準に適

合するものであること。 

（４）その他マンション管理適正化指針及び都道府県等マンシ

ョン管理適正化指針に照らして適切なものであること。 

（認定の通知） 

第５条の５ 計画作成都道府県知事等は、前条の認定をしたと

きは、速やかに、国土交通省令で定めるところにより、その

旨を当該認定を受けた者（以下「認定管理者等」という。）に

通知しなければならない。 

（認定の更新） 

第５条の６ 第五条の四の認定は、五年ごとにその更新を受け

なければ、その期間の経過によって、その効力を失う。 

２ 前三条の規定は、前項の認定の更新について準用する。 

３ 第一項の認定の更新の申請があった場合において、同項の

期間（以下この項及び次項において「認定の有効期間」とい

う。）の満了の日までにその申請に対する処分がされないとき

は、従前の認定は、認定の有効期間の満了後もその処分がさ

れるまでの間は、なおその効力を有する。 

４ 前項の場合において、認定の更新がされたときは、その認

定の有効期間は、従前の認定の有効期間の満了の日の翌日か

ら起算するものとする。 

（認定を受けた管理計画の変更） 

第５条の７ 認定管理者等は、第五条の四の認定を受けた管理

計画の変更（国土交通省令で定める軽微な変更を除く。）をし

ようとするときは、国土交通省令で定めるところにより、計

画作成都道府県知事等の認定を受けなければならない。 
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２ 第五条の四及び第五条の五の規定は、前項の認定について

準用する。 

（報告の徴収） 

第５条の８ 計画作成都道府県知事等は、認定管理者等（第五

条の四の認定を受けた管理計画（前条第一項の変更の認定が

あったときは、その変更後のもの。以下「認定管理計画」と

いう。）に係るマンション（以下「管理計画認定マンション」

という。）に係る管理組合に管理者等が置かれなくなったとき

は、当該管理組合を構成するマンションの区分所有者等。次

条及び第五条の十において同じ。）に対し、管理計画認定マン

ションの管理の状況について報告を求めることができる。 

（改善命令） 

第５条の９ 計画作成都道府県知事等は、認定管理者等が認定

管理計画に従って管理計画認定マンションの管理を行ってい

ないと認めるときは、当該認定管理者等に対し、相当の期限

を定めて、その改善に必要な措置を命ずることができる。 

（管理計画の認定の取消し） 

第５条の 10 計画作成都道府県知事等は、次に掲げる場合には、

第五条の四の認定（第五条の七第一項の変更の認定を含む。

以下同じ。）を取り消すことができる。 

（１）認定管理者等が前条の規定による命令に違反したとき。 

（２）認定管理者等から認定管理計画に基づく管理計画認定マ

ンションの管理を取りやめる旨の申出があったとき。 

（３）認定管理者等が不正の手段により第五条の四の認定又は

第五条の六第一項の認定の更新を受けたとき。 

２ 計画作成都道府県知事等は、前項の規定により第五条の四

の認定を取り消したときは、速やかに、その旨を当該認定管

理者等であった者に通知しなければならない。 

第５条の 11～第 90 条 （略） 

（指定） 

第 91 条 国土交通大臣は、管理組合によるマンションの管理の

適正化の推進に寄与することを目的とする一般財団法人であ

って、次条に規定する業務（以下「管理適正化業務」という。）

に関し次に掲げる基準に適合すると認められるものを、その

申請により、全国に一を限って、マンション管理適正化推進

センター（以下「センター」という。）として指定することが

できる。 

（１）職員、管理適正化業務の実施の方法その他の事項につい

ての管理適正化業務の実施に関する計画が、管理適正化業

務の適正かつ確実な実施のために適切なものであること。 

（２）前号の管理適正化業務の実施に関する計画の適正かつ確

実な実施に必要な経理的及び技術的な基礎を有するもので

あること。 

第 92 条以下 （略） 
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３ 建物の区分所有等に関する法律 

建物の区分所有等に関する法律（抜粋） 

昭和 37 年法律第 69 号 

 

（建物の区分所有） 

第１条 一棟の建物に構造上区分された数個の部分で独立して

住居、店舗、事務所又は倉庫その他建物としての用途に供す

ることができるものがあるときは、その各部分は、この法律

の定めるところにより、それぞれ所有権の目的とすることが

できる。 

（定義） 

第２条 この法律において「区分所有権」とは、前条に規定す

る建物の部分（第四条第二項の規定により共用部分とされた

ものを除く。）を目的とする所有権をいう。 

２ この法律において「区分所有者」とは、区分所有権を有す

る者をいう。 

３ この法律において「専有部分」とは、区分所有権の目的た

る建物の部分をいう。 

４ この法律において「共用部分」とは、専有部分以外の建物

の部分、専有部分に属しない建物の附属物及び第四条第二項

の規定により共用部分とされた附属の建物をいう。 

５ この法律において「建物の敷地」とは、建物が所在する土

地及び第五条第一項の規定により建物の敷地とされた土地を

いう。 

６ この法律において「敷地利用権」とは、専有部分を所有す

るための建物の敷地に関する権利をいう。 

（区分所有者の団体） 

第３条 区分所有者は、全員で、建物並びにその敷地及び附属

施設の管理を行うための団体を構成し、この法律の定めると

ころにより、集会を開き、規約を定め、及び管理者を置くこ

とができる。一部の区分所有者のみの共用に供されるべきこ

とが明らかな共用部分（以下「一部共用部分」という。）をそ

れらの区分所有者が管理するときも、同様とする。 

（共用部分） 

第４条 数個の専有部分に通ずる廊下又は階段室その他構造上

区分所有者の全員又はその一部の共用に供されるべき建物の

部分は、区分所有権の目的とならないものとする。 

２ 第一条に規定する建物の部分及び附属の建物は、規約によ

り共用部分とすることができる。この場合には、その旨の登

記をしなければ、これをもつて第三者に対抗することができ

ない。 

第５条～第 46 条 （略） 

 

 

（成立等） 

第 47 条 第三条に規定する団体は、区分所有者及び議決権の各

四分の三以上の多数による集会の決議で法人となる旨並びに

その名称及び事務所を定め、かつ、その主たる事務所の所在

地において登記をすることによつて法人となる。 

２～１４ （略） 

第 48 条以下 （略） 
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４ 東京におけるマンションの適正な管理の促進に関する条例 

東京におけるマンションの適正な管理の促進に関する条例（抜粋） 

平成 31 年３月 29 日条例第 30 号 
 

（目的） 

第１条 この条例は、マンションが東京都内における主要な居

住形態として広く普及し、都民に不可欠な生活の基盤並びに

都市及び地域社会を構成する重要な要素となっていることに

鑑み、マンション管理士、マンション管理業者、マンション

分譲事業者その他マンションに関わる者の協力の下、マンシ

ョンの管理の主体である管理組合に対し、行政が積極的に関

わり、マンションの管理不全を予防し、適正な管理を促進す

るとともに、その社会的機能(マンションの居住者と周辺の住

民との防災、防犯等における連携による地域社会の形成、マ

ンションの環境性能の向上等の社会的な貢献を果たすことを

いう。以下同じ。)を向上させることにより、良質なマンショ

ンストック及び良好な居住環境の形成並びにマンションの周

辺における防災・防犯の確保及び衛生・環境への悪影響の防

止を図り、もって都民生活の安定向上及び市街地環境の向上

に寄与することを目的とする。 

第２条～第４条 （略） 

（管理組合及び区分所有者等の責務） 

第５条 管理組合は、マンションの管理の主体として、法令及

びこの条例(以下「法令等」という。)の定めるところにより、

マンションを適正に管理するとともに、マンションの社会的

機能の向上に向けて取り組むよう努めなければならない。 

２ 区分所有者等は、法令等の定めるところにより、区分所有

者等としての権限及び責任に基づき、管理組合の運営に参加

するよう努めなければならない。 

第６条～第 14 条 （略） 

（管理状況の届出） 

第 15 条 要届出マンション(マンション管理適正化法第 56 条

第１項に規定する人の居住の用に供する独立部分を６以上有

し、かつ、昭和 58 年 12 月 31 日以前に新築されたマンション

をいう。以下同じ。)の管理組合は、その管理状況に関し、マ

ンションの適正な管理の促進に必要なものとして東京都規則

(以下「規則」という。)で定める事項(以下「管理状況に関す

る事項」という。)を、知事に届け出なければならない。 

２ 知事は、マンション(要届出マンションを除く。)の管理状

況について、第９条から第 13 条までの規定に照らし、適正な

管理を促進するために必要があると認めるときは、当該マン

ションの管理組合に対し、管理状況に関する事項を届け出る

よう求めることができる。 

３～６ （略） 

第 16 条～第 17 条 （略） 

（管理に関する助言及び指導等） 

第 18 条 知事は、第 15 条第１項若しくは第３項から第５項ま

で又は第 16 条第１項若しくは第２項の規定による届出を行

ったマンションの管理組合に対し、第３条第３項に規定する

データベースに記録された管理状況に関する事項その他のマ

ンションに関する情報を用いて、当該マンションの管理状況

について必要な助言をすることができる。 

２ 知事は、第 15 条第１項、第３項若しくは第５項又は第 16

条第１項若しくは第２項の規定による届出を要するマンショ

ンの管理組合から正当な理由なく届出がないときは、この条

例の施行に必要な限度において、当該管理組合に対し、必要

な措置を講ずるよう指導し、又は勧告することができる。 

３ 知事は、第 15 条第１項若しくは第３項から第５項まで又は

第 16 条第１項若しくは第２項の規定による届出の内容が事

実と著しく異なると認められるとき又は第１項の助言によっ

ては管理状況の悪化を防ぐことが困難であると認められると

きは、その管理組合に対し、必要な措置を講ずるよう指導し、

又は勧告することができる。 

４ 前三項の規定による助言又は指導若しくは勧告は、やむを

得ない事情があると認めるときは、知事が適当と認める区分

所有者等に対し、行うことができるものとする。 

第 19 条以下 （略） 
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５ マンション管理適正化推進に関する年表 
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